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平成１９年 ３月期    中間決算短信（連結）        平成１８年１１月７日 
 

上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社              上場取引所     東証１、福証 
コ ー ド 番 号                ５３５２                       本社所在都道府県  福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 取締役社長     氏名 古野 英樹 
問合せ先責任者 役職名 取締役総務人事部長 氏名 江口  宏  ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月７日 
親会社等の名称   新日本製鐵株式会社       親会社等における当社の議決権所有比率  45.5％ 
          （コード番号：５４０１） 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． １８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 
(1) 連結経営成績             （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

４４，１２８   2.5
４３，０５６   5.6

２，８４２  △9.1
３，１２７   40.9

２，９０６ △12.8
３，３３３  43.7

18 年３月期      ８６，１８２          ５，２７０        ５，６７１ 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％  円   銭  円   銭 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

２，２６９   24.5
１，８２２  237.4

２５．９４ 
２０．８１ 

－ 
－ 

18 年３月期 ２，８０３       ３２．０２ － 
(注)①持分法投資損益    18 年９月中間期 ５０百万円 17 年９月中間期  １５百万円 18 年３月期 ２６百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 18 年９月中間期   87,487,995 株、 17 年９月中間期  87,565,600 株、 
              18 年３月期       87,540,679 株 
    ③会計処理の方法の変更 有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態             （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

７８，７３５ 
７３，９７４ 

３０，９７９ 
２４，２４１ 

３５．６ 
３２．８ 

３２０．４６ 
２７６．９０ 

18 年３月期 ７８，５８９ ２６，４０１ ３３．６ ３０１．７５ 
(注)①期末発行済株式数（連結）18年９月中間期  87,476,908株、 17年９月中間期  87,543,469株、 
                   18年３月期   87,496,189株 
  ②当中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用しております。 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況      （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

  １９５ 
４，３６０ 

    ９７ 
△２，２２２ 

△１，１３３ 
△１，６４５ 

２，８０５ 
３，２４６ 

18 年３月期 ６，３９０ △３，７４７ △１，７９８ ３，６３６ 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  ８社  持分法適用非連結子会社数  １社  持分法適用関連会社数  ２社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  ０社 (除外)  ２社    持分法 (新規)  １社 (除外)   ０社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 ８８，０００ ５，０００ ３，３００ 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  ３７円 ７２銭 

 
 
※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変

化によっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の８ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
 
  当社グループ（当社、子会社１５社、関連会社１４社）が営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の 
 当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
 
 〔耐火物事業〕 
      当社は耐火物の製造販売を行っております。また、九州耐火煉瓦(株)及び黒崎炉材(株)（いずれも連結 
子会社）並びに(株)ＳＮリフラテクチュア東海（持分法適用関連会社）は耐火物の製造を行い、当社が 
これを買い上げ販売しております。 

   AMR Refractarios,S.A.（連結子会社）はスペインで耐火物を製造し、欧州市場で主に販売しており 
  ますが、一部は当社を通じ日本市場で販売しております。さらに、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司（連 
結子会社）は中国で耐火物を製造し、大半は日本市場へ当社を通して販売しております。 

   黒崎産業(株)（連結子会社）は耐火物製造に係る諸資材、原料を当社へ販売し、黒崎機工(株)（連結子 
会社）は耐火物製造設備等の製作及びメンテナンスに携わっております。また、Krosaki USA Inc.（連 
結子会社） は米国において、黒崎播磨（上海）国際貿易有限公司（持分法適用非連結子会社）は中国に 
おいて、それぞれ耐火物等の販売を行っております。さらに、(株)K&K（連結子会社）は耐火物製造に 
係る外注作業に、菊竹産業(株) （持分法適用関連会社）は物流に携わっております。 

 
 〔築炉事業〕 
      当社のファーネス事業部は、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っており、また当社のエンジニア 
リング部門及び黒崎機工(株)（連結子会社）は、炉に関する施工機器の製作販売を行っております。 

  
  〔ファインセラミックス事業〕 
      当社及び九州耐火煉瓦(株) （連結子会社）は各種産業用ファインセラミックスの製造販売を行って 
おります。 
 なお、(株)マイクロンの株式譲渡に伴い、(株)マイクロン及び HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHDが 
当中間連結会計期間より連結子会社でなくなったことにより、両社をセグメントより除外いたしており 
ます。 

 
 〔不動産事業〕 
      当社は不動産事業として社有地に店舗、倉庫等を建設し賃貸を行っております。 
 
 〔その他の事業〕 
   当社は景観材の輸入販売及び製鉄所向け石灰の製造販売並びに建材事業として住宅用外壁材の製造販 
売を行っております。 
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  以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

当　社
新　日　本　製　鐵　(株)

得
耐火物製品の供給

九  州  耐  火  煉  瓦  (株) 耐火物

黒　　崎　　炉　　材　　(株)

(株)ＳＮリフラテクチュア東海 事   業

耐火物製品の供給・販売

AMR Refractarios,S.A.

無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司

耐火物製品の販売

意 Krosaki USA Inc.
築　　炉

黒崎播磨（上海）国際貿易有限公司

事　　業

ﾌｧｲﾝｾﾗ
ﾐｯｸｽ
事   業

不動産

事   業
先

その他の

事　 業

製品の流れ（販売） 非連結子会社（持分法適用会社）

その他 関連会社（持分法適用会社）

連結子会社 その他の関連当事者

原料・諸資材の供給

 黒　 崎 　産 　業　(株)

外注工事・外注作業・物流

 黒　 崎　 機　 工　(株)

 　(株)　Ｋ　＆　Ｋ

 菊 　竹 　産　 業　(株)

耐火物製品以外の販売

 
  ※国内の証券市場に株式を上場している連結子会社は、次のとおりであります。 
   大阪証券取引所第二部：九州耐火煉瓦㈱ 
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２．経営方針 
 
  （１）経営の基本方針 
    当社グループは「世界一の顧客価値の実現」を事業目標に掲げ、お客様に最高の品質と安心をお届 

けし、信頼される企業集団を目指しています。 
    また、あらゆる活動を通じ事業価値向上につとめ、株主の利益に貢献したいと考えています。 
 
  （２）利益配分に関する基本方針 

利益の配分は、各期の連結業績及び単独業績に応じた配分を基本としており、今後の事業展開、財 
政状況、経営環境等を勘案しつつ、配当を実施する方針としています。 

    利益配分の指標としては、原則として連結配当性向２０％程度、もしくは単独配当性向３０％程度 
を基準としております。 
 

 （３）目標とする経営指標 
   当社グループは、平成 18年度を初年度とする３カ年間の第８次中期経営計画をスタートさせてお 
り、目標とする経営指標を以下のとおりとしています。 

   連結売上高８００億円以上の継続を前提として 
    ①連 結 『 Ｒ Ｏ Ａ 』： ４．５％以上 

     ②連結『自己資本比率』：４０．０％以上 
     ③連 結 『 Ｄ ／ Ｅ 』： ０．３ 以下 
      （注）・ＲＯＡ（総資産利益率）＝「当期純利益」／「総資産」 

         ・自己資本比率＝「自己資本」／「総資本」 

         ・Ｄ／Ｅ（Debt Equity Ratio）＝「有利子負債」／「自己資本」 
 

  （４）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 
当社グループが推進する各事業分野において、「顧客価値の徹底追求」をすべての基本に、常にお客 

様に最高の品質と安心を迅速にお届けすることを重点的に推進します。 

  従来の耐火物事業は「耐火物総合ソリューション事業」とあらため、当社グループが長年にわたり 
蓄積してきた耐火物の材料技術、施工技術、関連機器などあらゆる経営資源やノウハウを全面注入し、 
お客様の現場ニーズに密着したソリューション提案型の営業を推進します。また、当社グループが国 
内外に有する製造拠点の重点強化により、世界最高レベルの品質・コストを備えた商品とサービスの 
安定的提供を実現します。 

  「セラミックス関連事業」については、エレクトロニクス産業向け装置部材を主力商品とするファ 
インセラミックス分野、景観材や住宅建材等を提供する生活空間セラミックス分野を中心に事業推進 
体制の抜本的強化を図り、当社グループ経営の第二の柱として安定的収益基盤を構築します。 

     さらに、黒崎播磨グループが一体となり、一層強固な連結経営の実現を目指します。当中期経営計 
画期間中にグループ全体の内部統制を強化し、あらためて法令遵守の徹底を図ります。連結の収益構 
造の更なる改善とともにとりわけ財務体質面でのストック充実に重点を置いた諸施策を検討・実施し 
ます。 
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 （５）親会社等に関する事項 
   ①親会社等の商号等 
                                    （平成 18年９月 30日現在） 

親会社等 属 性 

親会社等

の議決権

所有割合

（％） 

親会社等が発行する株券が上場されている

証券取引所等 

新日本製鐵株式會社

上場会社が他

の会社の関連

会社である場

合における当

該他の会社 

45.51 東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証

券取引所、福岡証券取引所、札幌証券取引所

 
   ②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け 
       新日本製鐵株式會社は、当社の総株主の議決権の 45.51％を所有する筆頭株主であります。 
      当社は新日本製鐵株式會社が製鉄事業を行う上で必要不可欠な耐火物等を供給しております。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
（１）経営成績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加といった企業部門の好調 
さが家計部門に波及しつつあり、国内民間需要に支えられた景気回復が続きました。 
当社の主要得意先であります鉄鋼業界におきましても、期を通して高水準の生産を維持し、当中 

    間連結会計期間の粗鋼生産量は 5,806万トンと前年同期に比べ 2.2％増加し、同期間としては過去 3 
    番目の高水準に達しました。 

 当社の属する耐火物業界におきましては、鉄鋼業界の粗鋼生産量が高位安定しているというプラ 
ス面がある一方、ここ数年は耐火物原料価格の高騰、更には原油価格の高騰というマイナス面があ 
り、厳しい環境に変わりはありません。 

     このような経済情勢のもと、当社グループは、平成 18年度を初年度とする３カ年間の第８次中 
期経営計画をスタートさせました。 
 本計画においては、「顧客価値の徹底追求」をすべての基本に、常にお客様に最高の品質と安心を 
迅速にお届けすることを重点的に推進します。 

     当中間連結会計期間におきましては、まず、耐火物総合ソリューション事業について、「最強の生 
産・供給・サービス体制の確立」を目指し、技術センターと研究開発部門の一体化による全社的な 
営業活動のサポート、新規営業所の開設による密着型営業での顧客価値実現などの取り組みを推進 
いたしました。 

     また、「複合的事業推進体制の確立」のため、セラミックス関連事業について、ファインセラミッ 
クス事業と生活空間セラミックス事業（景観材事業、建材事業）とに再編し、製造・販売・開発の 
再構築を行い、業務の効率化を図りました。 

     以上により、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ 2.5％増収の 441億 28百万円とな 
    りました。また、営業利益につきましては、前年同期に比べ 9.1％減益の 28億 42百万円となりま 

した。 
セグメント別の状況は、以下のとおりです。 

〔耐火物事業〕 
   売上高につきましては、昨年度の耐火物原料価格の値上がり分相当を製品価格に転嫁することが 

できたことに加え、建設用耐火物の売上増などにより、前年同期に比べ 3.8％増収の 321億 34百万 
円となりました。 

   営業利益につきましては、耐火物原料価格の値上がり分相当はできる限り製品価格に転嫁したも 
のの、当中間連結会計期間におきまして、一部の連結子会社について事業区分を見直し、一部事業 
を耐火物事業からファインセラミックス事業へのセグメント変更を行ったこと、原油価格の高騰に 
伴い燃料費が増加したこと及び為替が円安に推移したことなどにより、前年同期に比べ 9.5％減益 
の 22億 80百万円となりました。 

〔築炉事業〕 
   鉄鋼用連続鋳造設備の付帯装置の売上増などにより、売上高は前年同期に比べ 9.2％増収の 70億 

92百万円となりました。 
 営業利益につきましても、売上高の増、高収益案件の増加などにより、前年同期に比べ 47.8％増 
益の 6億 60百万円となりました。 
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〔ファインセラミックス事業〕 
   当中間連結会計期間におきまして、一部の連結子会社について事業区分を見直し、一部事業を耐 

火物事業からファインセラミックス事業へのセグメント変更を行いました。しかし、(株)マイクロ 
ンの株式譲渡に伴い、(株)マイクロン及び HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHDが当中間連結会計期 
間より連結子会社でなくなったことにより、売上高は前年同期に比べ 14.3％減収の 31億 36百万円 
となりました。 
 また、営業利益につきましても、前年同期に比べ 31.4％減益の 2億 99百万円となりました。 

〔不動産事業〕 
売上高は前年同期とほぼ同じ 5億 11百万円となりました。 
 また、営業利益につきましては、前年同期に比べ 8.5％増益の 1億 53百万円となりました。 

〔その他の事業〕 
売上高につきましては、公共投資の低迷が長期化する中、景観材事業、建材事業において民需拡 
販に努力しておりますが、前年同期に比べ 12.2％減収の 12億 53百万円となりました。 
また、営業利益につきましては、売上高の減収に伴い、前年同期の 47百万円の利益から 12百万 
円の損失となりました。 

 
     当中間連結会計期間の経常利益につきましては、(株)マイクロンの株式譲渡に伴い、(株)マイクロ 

ン及びHARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHDが当中間連結会計期間より連結子会社ではなくなったこ 
となどにより、前年同期に比べ 12.8％減益の 29億 6百万円となりました。 

  また、中間純利益につきましては、特別利益に関係会社株式売却益が計上されたことなどにより、 
前年同期に比べ 24.5％増益の 22億 69百万円となりました。 

 
（２）財政状態 

当中間連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産 787億 35百万円（前連結会計年度末 
    比１億４６百万円増）、負債の部合計 477億 56百万円（前連結会計年度末比 6億 92百万円減）と 

なり、純資産の部合計は 309億 79百万円（前連結会計年度末資本の部合計は 264億 1百万円）と 
なりました。 
また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 
当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、期末残高 28億 5百万円と、 
前中間連結会計期間末に比べ 4億 41百万円減少しました。 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益 36億 75百万円に減価償却費 

15億 56百万円、及び売上債権の増加による 40億 38百万円と棚卸資産の増加による支出額 8億 
99百万円等を加減算した結果、1億 95百万円の収入（前中間連結会計期間は 43億 60百万円の収 
入）となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社株式の売却による 19億 26百万円と固定資産の取 
得による 18億 76百万円等を加減算した結果、97百万円の収入（前中間連結会計期間は 22億 22 
百万円の支出）となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払及び預り敷金の返還などにより、11億 33 
百万円の支出（前中間連結会計期間は 16億 45百万円の支出）となりました。 
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キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 平成 18年 9月期

自己資本比率（％） ２３．９ ２８．１ ３０．５ ３３．６ ３５．６

時価ベースの自己資本比

率（％） １１．３ ２５．５ ３９．０ ７４．８ ４６．６

債務償還年数（年） ３．２ １．５ ２．５ １．９ ２８．０

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） ２０．６ ４２．１ ３１．１ ４７．０ ３．０

（注）自己資本比率          ：自己資本／総資産 
   時価ベースの自己資本比率    ：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 
 
 ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
 ＊株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）によ 
り算出しております。 

 ＊有利子負債は、利子を支払っているすべての負債（短期借入金、長期借入金）を対象としております。 
 ＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使 
用しており、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 
ます。 

 ＊債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 
 
（３）通期の見通し 
     通期の見通しといたしましては、原油価格の動向が内外経済に与える影響等に留意する必要があ 

るものの、国内景気の回復が続くものと思われます。 
     当社グループの主要得意先であります鉄鋼業界におきましても、国内外の旺盛な鉄鋼需要により 

粗鋼生産量は引き続き高位安定に推移すると思われます。 
 しかしながら、中国の増値税の還付廃止、原料価格動向等不透明な要素もあり、先行きはまだ予 
断を許しません。 

     このような状況下、当社グループは新たな中期経営計画の達成に向け全社一丸となり取り組む所 
存であります。 

     以上により、平成 19年３月期通期の連結業績予想といたしましては、平成 18年 5月 12日の決 
算発表時に公表した予想を修正し、売上高 880億円、経常利益 50億円、当期純利益 33億円を見込 
んでおります。 

     個別業績予想といたしましても、売上高につきましては平成 18年 5月 12日の決算発表時に公表 
した予想を修正し、売上高 800億円、経常利益 31億円、当期純利益 34億円を見込んでおります。 

     なお、配当につきましては、1株当たり年間 5円の配当を予定しております。 
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 （４）事業等のリスク 
     当社グループの事業、業績及び財務状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及 

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 
     なお、本項において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当中間連結会計期間末 
    （平成 18年 9月 30日）現在において判断したものであります。 
    ①経済動向 
      当社グループの主たる事業である耐火物事業は、国内の鉄鋼メーカーの粗鋼生産量に大きく影 
     響を受け、粗鋼の減産は当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社グ 

ループのファインセラミックス事業は、主に半導体関連産業向けの製品を製造しており、同業界 
の設備投資の減少及び半導体不況は当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

    ②原燃料価格の変動 
      当社グループの主力製品である耐火物は、原料を主に中国等から輸入していますが、ここ数年 

中国の急激な経済成長などにより需給バランスが崩れ、価格の高騰が続いています。 
      原料価格の高騰については、製品価格への転嫁を図るべく顧客にご理解をいただくよう努力し 

ておりますが、この状況が長期化すれば当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 
      原油価格の高騰については、当社グループの主力製品である耐火物の一部で焼成用燃料として 

重油を使用しており製造コストの上昇、また、輸送コストの上昇や購入品である加工原料の価格 
上昇に繋がり、この状況が長期化すれば当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

    ③為替相場の変動 
      当社グループの事業には、中国、スペインにおける製品の生産と世界各国への耐火物等の販売 

及び中国他からの耐火原料、商品等の購入があります。 
      各地域における売上、費用及び資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のため 

に、円換算されています。換算時の為替レートにより、これらの項目はもとの現地通貨における 
価値が変わらなかったとしても円換算後の価値が当社グループの業績に影響を与える可能性があ 
ります。 

      当社グループの場合、現在のところ輸出額よりも輸入額の方が大きいため、概ね円高は当社グ 
ループの事業に好影響を及ぼし、円安は悪影響を及ぼすこととなります。 

    ④特定国への依存に伴うカントリーリスク 
      当社グループの事業には、中国、スペインにおける製品の生産と世界各国への耐火物等の販売 

及び中国他からの耐火原料、商品等の購入がありますが、特に中国は生産拠点としての重要度が 
高く、また、耐火原料、商品等の購入についても、中国からの調達に大きく依存しております。 
さらに、販売拠点としての重要性も増してきております。 
 中国政府による各種規制、政策転換が当社グループの事業に不利となる可能性もあり、この場 
合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

    ⑤災害の発生 
      当社グループは、国内及び海外に生産拠点を持っており、これらの地域において大きな災害が 

発生した場合は、生産能力に影響を与え、業績に悪影響を与える可能性があります。 
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４．中間連結貸借対照表 

（単位：百万円、未満切捨） 
 前中間連結会計期間末

 
(平成 17年９月 30日) 

当中間連結会計期間末

 
(平成 18年９月 30日) 

 前連結会計年度の         

 要約連結貸借対照表
(平成 18年３月 31日) 

区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 
（資産の部） 
 
流 動 資 産 
 現 金 及 び 預 金            

 受取手形及び売掛金並びに

 完 成 工 事 未 収 入 金

 有 価 証 券            

 棚 卸 資 産            

 繰 延 税 金 資 産            

 そ の 他            

 貸 倒 引 当 金            

 
  流 動 資 産 合 計          

3，２８７

１７，９８７

２

１１，０７６

１，０９８

９９７

△  ９２

３４，３５７

％

46.4

２，８１９

２２，３６７

２

１２，３４９

１，４８４

１，１０４

△ １２２

４０，００６

％

50.8

 
 
 
 

３，６５３ 
 

１９，２６９ 
２ 

１１，９４１ 
１，２３４ 
１，１２１ 
△  ９８ 

 
３７，１２５ 

％

47.2

 
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産         
  建 物 及 び 構 築 物           

  機械装置、窯炉及び運搬具

  工 具 器 具 備 品           

  土 地           

  建 設 仮 勘 定           

   有形固定資産合計 
 
 無 形 固 定 資 産         
  そ の 他           

   無形固定資産合計 
 
 投資その他の資産 
  投 資 有 価 証 券           

  長 期 貸 付 金           

  繰 延 税 金 資 産           

  そ の 他           

  貸 倒 引 当 金           

   投資その他の資産合計

 
  固 定 資 産 合 計 

１２，５５４

９，８０９

６９９

７，３５２

７８７

３１，２０３

４６３

４６３

６，５７０

１０３

１８７

２，１１５

△１，０２７

７，９４９

３９，６１６ 53.6

１１，４５３

８，５８８

７２５

７，２５４

１，２３４

２９，２５５

６７２

６７２

７，４６４

６３

１０２

１，８２９

△  ６５８

８，８０１

３８，７２９ 49.2

 
 
 
 

１２，３４２ 
９，７５１ 
７５１ 

７，３７０ 
１，２１５ 
３１，４３０ 

 
 

４６０ 
４６０ 

 
 

８，２６４ 
７３ 

１３１ 
１，７６１ 
△  ６５７ 
９，５７３ 

 
４１，４６４ 52.8

 
 
 資 産 合 計           ７３，９７４ 100.0 ７８，７３５ 100.0

 
 

７８，５８９ 100.0
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（単位：百万円、未満切捨） 

 前中間連結会計期間末

 
(平成 17年９月 30日) 

当中間連結会計期間末

 
(平成 18年９月 30日) 

 前連結会計年度の         

 要約連結貸借対照表
(平成 18年３月 31日) 

区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 
（負債の部） 
 
流 動 負 債 
 支 払 手 形 及 び 買 掛 金            

 並 び に 工 事 未 払 金            

 短 期 借 入 金            

 未 払 法 人 税 等            

 未 払 費 用            

 引 当 金            

  賞 与 引 当 金           

 そ の 他            
 
  流 動 負 債 合 計 

１５，５５９

６，７１７

１，１１５

２，１５３

１，７９１

２，１１０

２９，４４８

％

39.8

１７，５２７

６，２３１

１，３５５

２，１８５

１，９３４

２，９７７

３２，２１２

％

40.9

 
 
 
 
 

１６，３７５ 
 ７，０３１ 
１，４５１ 
２，１２６ 

 
１，８２０ 
２，６５５ 

 
３１，４６１ 

％

40.0

 
固 定 負 債 
 長 期 借 入 金            

 繰 延 税 金 負 債            

 引 当 金            

  退 職 給 付 引 当 金           

  役 員 退 職 金 引 当 金           

  特 別 修 繕 引 当 金           

  鉱 害 補 償 引 当 金           

  製 品 保 証 引 当 金

 預 り 敷 金 ・ 保 証 金            

 連 結 調 整 勘 定            

 負 の の れ ん            
 
  固 定 負 債 合 計 

５，２６８

１，６７４

１，８５３

２４８

２９

２２

２９

６，８５３

８７８

－

１６，８５８ 22.8

４，６８９

１，９３５

１，５５４

２５５

５４

３０

３６

６，２３６

－

７５２

１５，５４３ 19.8

 
 

４，９３８ 
２，２７１ 

 
１，７６４ 
２３９ 
４１ 
３０ 
３２ 

６，８５３ 
８１５ 
－ 

 
１６，９８７ 21.6

 
  負  債  合  計 ４６，３０６ 62.6 ４７，７５６ 60.7

 
４８，４４８ 61.6

 
 （少 数 株 主 持 分）

  少 数 株 主 持 分 ３，４２６ 4.6 － －

 
 

３，７３９ 4.8

（資本の部） 
 
 資 本 金            

 資 本 剰 余 金            

 利 益 剰 余 金            

 その他有価証券評価差額金

 為 替 換 算 調 整 勘 定            

 自 己 株 式            

  資  本  合  計 

５，５３７

３，５２１

１３，０９２

２，３９２

△  ２３４

△   ６８

２４，２４１

7.5
4.8

17.7
3.2

△ 0.3
△ 0.1

32.8

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
１４，０７３ 
３，３４３ 
△  ２２ 
△  ９７ 
２６，４０１ 

7.0
4.5

17.9
4.3

△ 0.0
△ 0.1

33.6
 
 負 債 、 少 数 株 主 持 分            

 及 び 資 本 合 計            ７３，９７４ 100.0 － －

 
 

７８，５８９ 100.0
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（単位：百万円、未満切捨） 

 前中間連結会計期間末

 
(平成 17年９月 30日) 

当中間連結会計期間末

 
(平成 18年９月 30日) 

 前連結会計年度の         

 要約連結貸借対照表
(平成 18年３月 31日) 

区分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（純資産の部） 
株 主 資 本 
 資 本 金            

 資 本 剰 余 金            

 利 益 剰 余 金            

 自  己  株  式

－

－

－

－

％

５，５３７

３，５２１

１５，９９５

△ １０５

％  
 

－ 
－ 
－ 
－ 

％

 株 主 資 本 合 計

評価・換算差額等 
 その他有価証券評価差額金

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

 為 替 換 算 調 整 勘 定            

－

－

－

－

－ ２４，９４９

２，９０８

１

１７２

31.7 － 
 

－ 
－ 
－ 

－

 評価・換算差額等合計
少数株主持分 
純 資 産 合 計 

－

－

－

－

－

－

３，０８３

２，９４６

３０，９７９

3.9
3.7

39.3

－ 
－ 
－ 

 

－

－

－

 負 債 ・ 純 資 産 合 計 － － ７８，７３５ 100.0 － －
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５．中間連結損益計算書 

（単位：百万円、未満切捨） 
前中間連結会計期間

 
 (自 平成 17年４月 １日
  至 平成 17年９月 30日)

当中間連結会計期間

 
 (自 平成 18年４月 １日 
  至 平成 18年９月 30日) 

 前連結会計年度の         

 要約連結損益計算書
 (自 平成 17年４月 １日
  至 平成 18年３月 31日)

 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

 
売  上  高           
売 上 原 価           

売 上 総 利 益 

４３，０５６

３３，７５２

９，３０３

％

100.0
78.4
21.6

４４，１２８

３５，１５８

８，９６９

％ 
100.0 

79.7 
20.3 

 
８６，１８２ 
６８，１８９ 
１７，９８２ 

％

100.0
79.1
20.9

 
販売費及び一般管理費 

 
６，１７６ 14.3 ６，１２７

 
13.9 

 

 
１２，７１２ 

 
14.8

営 業 利 益 ３，１２７ 7.3 ２，８４２ 6.4 ５，２７０ 6.1
営 業 外 収 益 
受 取 利 息          

  受 取 配 当 金          
  持分法による投資利益 
  連結調整勘定償却           
  負ののれん償却額           
  そ の 他          
 

４１６

１

６６

１５

６２

―

２６９

1.0 ３８５

４

７２

５０

―

６２

１９５

0.9 ８７８ 
１０ 
７７ 
２６ 

１２５ 
― 

６３６ 

1.0

営 業 外 費 用 
支 払 利 息          
そ の 他          

 

２０９

７５

１３４

0.5 ３２０

６４

２５６

0.7 ４７７ 
１４３ 
３３３ 

0.5

経 常 利 益 ３，３３３ 7.8 ２，９０６ 6.6 ５，６７１ 6.6
特 別 利 益 
投資有価証券売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
関係会社株式売却益 
そ の 他 

１９３

５

－

－

１８７

0.4 ９０９

－

５４

８２４

３０

2.0 ２０６ 
５ 
－ 
－ 

２０１ 

0.2

特 別 損 失 
固定資産除却損・売却損 
減 損 損 失 
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
そ の 他 

４６２

４０２

－

－

５９

1.1 １４１

１０８

３１

１

０

0.3 ９５０ 
８２７ 
１３ 
６６ 
４３ 

1.1

税金等調整前中間（当期）純利益 ３，０６４ 7.1 ３，６７５ 8.3 ４，９２８ 5.7
 法人税、住民税及び事業税 
 法 人 税 等 調 整 額             
 少 数 株 主 利 益 

１，０３８

△  ８６

２９０

2.2

0.7

１，５００

△ ２３５

１４１

 

2.9 
 

0.3 

１，９０５ 
△ ２７２ 
４９２ 

1.9

0.5

中間（当期）純利益 １，８２２ 4.2 ２，２６９ 5.1 ２，８０３ 3.3
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６．中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結剰余金計算書 
   当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

（単位：百万円、未満切捨） 
【中間連結株主資本等変動計算書】 

株  主  資  本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日残高 5,537 3,521 14,073 △ 97 23,035

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 △ 437  △ 437

 中間純利益 2,269  2,269

 自己株式の取得  △ 8 △ 8

 新規持分法適用に伴う変動額 35  35

 合併による変動額 54  54

 株主資本以外の項目の中間連結   

 会計期間中の変動額（純額）   

中間連結会計期間中の変動額合計 1,922 △ 8 1,913

平成 18 年９月 30 日残高 5,537 3,521 15,995 △105 24,949

 
評価・換算差額等  

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ﾍｯｼﾞ

損益 
為替換算

調整勘定

評価・換算 
差額等合計 

少数株 
主持分 

純資産 
合計 

平成 18年３月 31日残高 3,343 － 22 3,366 3,739 30,141

中間連結会計期間中の残高 
  剰余金の配当 

 

 

 

 △437

  中間純利益   2,269

  自己株式取得   △8

  新規持分法適用に伴う変動額   35

  合併による変動額   54

  株主資本以外の項目の中間連結 
  会計期間中の変動額(純額) △434 1 149

 

△282 

 

△792 △1,075

中間連結会計期間中の変動額合計 △434 1 149 △282 △792 837

平成 18年９月 30日残高 2,908 1 172 3,083 2,946 30,979

 
【中間連結剰余金計算書】 
 前中間連結会計期間 

（自  平成 17年 4月 1日 
 至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成 17年 4月 1日 
至 平成 18年 3月 31日） 

区分 金額 金額 
 
（資本剰余金の部） 
Ⅰ 資本剰余金期首残高 
Ⅱ 資本剰余金増加高 
Ⅲ 資本剰余金減少高 
Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残高 

３，５２１

－

－
３，５２１

 
 

３，５２１ 
－ 
－ 

３，５２１ 
 

 
（利益剰余金の部） 
Ⅰ 利益剰余金期首残高 
Ⅱ 利益剰余金増加高 

１ 中間（当期）純利益 
 
Ⅲ 利益剰余金減少高 
  １ 配当金 
  ２ 役員賞与 
 
Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 

１１，５３４

１，８２２

１，８２２

２６４

２６２

１

１３，０９２

 
 

１１，５３４ 
２，８０３ 
２，８０３ 

 
２６４ 
２６２ 

１ 
 

１４，０７３ 
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７．中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円、未満切捨） 
 
 
 

前中間連結会計期間

 
 

(自 平成 17年 4月 1日
至 平成 17年 9月 30日)

当中間連結会計期間 
 
 

(自 平成 18年 4月 1日 
至 平成 18年 9月 30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシ

ュ・フロー計算書 
(自 平成 17年 4月 1日
至 平成 18年 3月 31日)

区分 金額 金額 金額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前中間（当期）純利益 ３，０６４ ３，６７５ ４，９２８

   減 価 償 却 費                 １，６０２ １，５５６ ３，１９４

   減 損 損 失 － ３１ １３

   負 の の れ ん 償 却 額                 － △   ６２ －

   連 結 調 整 勘 定 償 却 額                 △   ６２ － △  １２５

   貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ４ ４９ △  ３６１

   賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ２３７ １７４ ２６６

   退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △  ２４６ △  １９９ △  ３３５

   受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                 △   ６８ △   ７６ △   ８７

   支 払 利 息                 ７５ ６４ １４３

   投 資 有 価 証 券 売 却 損 益                 △    ５ － △    ５

   関 係 会 社 株 式 売 却 益 － △  ８２４ －

   持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △   １５ △   ５０ △   ２６

   固 定 資 産 除 却 損                 ３８９ １０５ ８１１

   固 定 資 産 売 却 損 益                 １３ △   ５１ １６

   売 上 債 権 の 増 減 額                 ８７２ △４，０３８ １２４

   棚 卸 資 産 の 増 減 額                 △１，２０８ △  ８９９ △２，０５５

   仕 入 債 務 の 増 減 額                 △   ５７ １，９８５ ４４５

   そ の 他                 １１２ ２１３ ３２５

     小   計 ４，７１０ １，６５３ ７，２７２

   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                 ６９ ７６ ８８

   利 息 の 支 払 額                 △   ６２ △   ６４ △  １３６

   法 人 税 等 の 支 払 額                 △  ３８８ △１，４５９ △  ９０１

   そ の 他                 ３１ △   １０ ６７

    営業活動によるキャッシュ・フロー ４，３６０ １９５ ６，３９０

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △   ７０ △   １５ △   ８６

   定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                 １８２ １７ ２２３

   投資有価証券の売却による収入 １５ － １５

   投資有価証券の取得による支出                 △    ８ △    １ △    ８

   固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出                 △２，１９４ △１，８７６ △３，７４４

   固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入                 ５ ６７ １６０

連 結 範 囲 の 変 更 を 伴 う                 
子会社株式の売却による収入                 － １，９２６ －

   そ の 他                 △  １５３ △   ２１ △  ３０７

    投資活動によるキャッシュ・フロー △２，２２２ ９７ △３，７４７
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（単位：百万円、未満切捨） 

 
 
 

前中間連結会計期間

 
 

(自 平成 17年 4月 1日
至 平成 17年 9月 30日)

当中間連結会計期間 
 
 

(自 平成 18年 4月 1日 
至 平成 18年 9月 30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシ

ュ・フロー計算書 
(自 平成 17年 4月 1日
至 平成 18年 3月 31日)

区分 金額 金額 金額 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短 期 借 入 金 の 増 減 額 △２，６８０ ２９２ △２，３５１

   長 期 借 入 れ に よ る 収 入                 ４，３００ ― ４，３００

   長期借入金の返済による支出                 △２，３６９ △  ３１８ △２，７８５

   配 当 金 の 支 払 額 △  ２６３ △  ４４０ △  ２６４

   少数株主への配当金の支払額                 △    ０ △   ４０ △   ３８

   預 り 敷 金 の 返 還 に よ る 支 出  △  ６１４ △  ６１６ △  ６１４

   そ の 他                 △   １５ △    ８ △   ４４

    財務活動によるキャッシュ・フロー △１，６４５ △１，１３３ △１，７９８

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                  １８ ０ ５７

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 ５１１ △  ８３８ ９０１

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高                  ２，６３５ ３，６３６ ２，６３５

Ⅶ．連 結 範 囲 の 変 動 に よ る 増 加 額 １００ ７ １００

Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高                  ３，２４６ ２，８０５ ３，６３６
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【中間連結財務諸表に関する注記】 
 
Ⅰ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 １．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社の数  ８社 

主要な連結子会社の名称は、「企業集団の状況」に記載しているため省略しています。 
    なお、(株)マイクロンの株式譲渡に伴い、同社及び HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHDが当中 

間連結会計期間より連結子会社でなくなりました。 
 
 （２）主要な非連結子会社の名称等 
     主要な非連結子会社名…無錫黒崎機械有限公司 
     連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社 ７社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益及び中間 
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな 
いためです。 

 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
 （１）持分法適用の非連結子会社の数  １社 

黒崎播磨(上海)国際貿易有限公司 
     なお、黒崎播磨（上海）国際貿易有限公司は重要性が増したため、当中間連結会計期間より持分 

法を適用しております。 
 
  （２）持分法適用の関連会社数  ２社 

(株)ＳＮリフラテクチュア東海、菊竹産業(株) 
 
（３）主要な持分法非適用会社の名称等 

主要な持分法非適用会社名…秦皇島首鋼黒崎耐火材料有限公司 
 持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び中間利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か 
つ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しています。 

 
 
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
       連結子会社のうち AMR Refractarios,S.A.、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司及び Krosaki USA Inc. 
   の中間決算日は６月３０日です。 
     中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間 

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。 
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 ４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
その他有価証券 

       時価のあるもの…中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入 
               法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しています。） 
        時価のないもの…移動平均法による原価法 

②デリバティブ 
時価法 

③棚卸資産 
      移動平均法による原価法 
       但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法 
 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 
ａ）当社及び国内連結子会社 

        主として定率法 
         但し、不動産事業に係る建物、設備及び築炉事業にかかる有形固定資産の内、一部ユー 
        ザー構内にある装置については定額法によっています。 
         なお、耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、 

窯炉・機械装置及び不動産事業のうちショッピングセンターに係る建物・構築物について 
は、一部会社所定の耐用年数を採用しています（トンネル窯：法定耐用年数７年を６年、 
機械装置：法定耐用年数１２年を１１年、不動産事業のうちショッピングセンターに係る 
建物・構築物：賃貸契約期間）。 

ｂ）在外連結子会社は主として定額法によっています。 
②無形固定資産 

     1.ソフトウェアを除く無形固定資産は定額法 
         2.ソフトウェア 
            自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

③長期前払費用…定額法 
 
（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
②賞与引当金 

      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 
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③退職給付引当金 

           従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込 
額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 

      会計基準変更時差異（５，７５０百万円）については、１０年による按分額を販売費及び一般 
管理費に計上しています。 

      また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額をそれぞれ発生の翌連 
結会計年度より費用処理しています。過去勤務債務については、１０年による定額法で按分した 
額を発生年度より処理しています。 
④役員退職金引当金 

      役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間連結会計期間末要支 
給額を計上しています。 
⑤特別修繕引当金 

      高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上、４年間で 
     均等に計上しています。 

⑥鉱害補償引当金 
      連結子会社の黒崎産業(株)の鉱害の発生に備えて、過去の支払実績を参考に見込額を計上して 

います。 
⑦製品保証引当金 

      建材事業（その他の事業）の製品「陶板外壁材」の品質保証に備えるために、実績等を加味し 
た見込額を計上しています。 

 
（４）重要なリース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 
（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
      繰延ヘッジ処理によっています。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
           ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引 
      ヘッジ対象：外貨建予定取引、借入金 

③ヘッジ方針 
      為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内においてのみ 

実施し、収益確保を目的としたディーリングは実施しないこととしています。また、金利スワッ 
プ取引等については、借入金に係る金利コストの引き下げ、もしくは将来予想される調達コスト 
の引き下げを目的とし、実需に伴う取引に限定し投機的な取引は実施しないこととしています。 
④ヘッジ有効性評価の方法 

           ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキ 
ャッシュ・フロー変動の累計との間に高い相関関係があることを認識し有効性の評価としていま 
す。 
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（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 
      税抜方式によっています。 
           なお、仮払消費税等と仮受消費税等は相殺し、流動負債の「その他」に含めて表示しています。 
 
 
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金（現金及び現 

金同等物）は、手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に 
ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってい 
ます。 

 
 
Ⅱ 会計方針の変更 
 
１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

    当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 
  平成 17年 12月９日企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 
  の適用指針」(企業会計基準委員会 平成 17年 12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用して 
おります。 

    従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 28,030百万円であります。 
    なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸 

表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
 
 
２．企業結合に係る会計基準等 

    当中間連結会計期間から「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成 15年 10月 31日)及び 
「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成 17年 12月 27日 企業会計基準第７号) 
並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 平成 
17年 12月 27日 企業会計基準適用指針第 10号)を適用しております。 

    これによる損益に与える影響はありません。中間連結財務諸表規則の改正による中間連結財務諸表 
   の表示に関する変更は以下のとおりであります。 
     (中間連結貸借対照表) 
      「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負ののれん」として表示しております。 
     (中間連結損益計算書) 
      「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」として表示してお 

ります。 
 (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

      「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」として表示してお

ります。 
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Ⅲ 注記事項 
 
 １．中間連結貸借対照表及び中間連結損益計算書関係 
                  平成 17年９月 30日現在  平成 18年９月 30日現在  平成 18年３月 31日現在 

 （１）受取手形裏書譲渡高           1百万円       －百万円       －百万円 
 
 （２）担保資産及び対応債務 
     担保資産（有形固定資産）     8,721百万円          9,027百万円     8,271百万円 
     対応債務（長期借入金）     2,985百万円      2,535百万円      2,616百万円 
         （内１年以内返済予定分）   （ 635百万円）     （ 549百万円）     （ 578百万円） 
         （短期借入金）     1,530百万円       950百万円           950百万円 
 
 （３）偶発債務 
      債務保証             624百万円      655百万円      540百万円 
     経営指導念書            23百万円       －百万円        －百万円 
 
 （４）債権流動化による遡及義務 
     手形譲渡高           1,600百万円       1,822百万円     1,701百万円 
 
 
 
 
     売掛債権額                      1,566百万円           －百万円             －百万円 
 
 （５）減損損失               －百万円        31百万円       13百万円 
 
（６）中間連結会計期間末日満期手形 

     当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が 
中間連結会計期間末残高に含まれております。 

      受取手形                       154百万円 
      支払手形                       555  〃  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

うち、中間連結会計 

期間末日満期手形 

334百万円を含む。 
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２．中間連結株主資本等変動計算書関係 

 当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 
 （１）発行済株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） ８７，９１９，２００ ― ― ８７，９１９，２００
 
 （２）自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） ４２３，０１１ １９，２８１ ― ４４２，２９２

    （変動事由の概要） 
     増加数の内訳  

単元未満株式の買取による増加 19,281株 
 
 （３）新株予約権等に関する事項 
     該当事項はありません。 
 
 （４）配当に関する事項 
     配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日 

平成 18 年 6
月 29 日定時
株主総会 

普通株式 ４３７ ５ 平成 18年 3月 31日 平成 18年 6月 29日

 
 
３．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

前中間連結会計期間 
（自 平成 17年 4月 1 日 
至 平成 17年 9月 30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成 18年 4月 1 日 
至 平成 18年 9月 30日） 

前連結会計年度 
（自 平成 17年 4月 1 日 
至 平成 18年 3月 31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
 （平成１７年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  3,287百万円 
 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 △   41百万円 
 現金及び現金同等物 3,246百万円 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
 （平成１８年９月３０日現在）

 現金及び預金勘定  2,819百万円
 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 △   14百万円
 現金及び現金同等物 2,805百万円

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 
 （平成１８年３月３１日現在）

 現金及び預金勘定  3,653百万円
 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 △   16百万円
 現金及び現金同等物 3,636百万円
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８．セグメント情報 
 （イ）事業の種類別セグメント情報 
 前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）    （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

耐 火 物 
 

事  業 

 
築炉事業

ファイン

セラミッ

クス事業

不 動 産
 

事  業

そ の 他
 

の 事 業

 
計 

消去又は

 
全  社

 
連  結

 
 

30,964 6,493 3,659 511 1,427

 
 

43,056 － 43,056

 
売 上 高 

 (1)外部顧客に対する売上高
 (2)セグメント間の内部売上
  高又は振替高 

 
45 － － － －

 
45 (  45) －

 
計 

 
31,010 6,493 3,659 511 1,427

 
43,102 (  45) 43,056

 
営 業 費 用 

 
28,490 6,046 3,223 369 1,379

 
39,509 419 39,929

 
営 業 利 益 

 
2,520 446 436 141 47

 
3,592 ( 465) 3,127

 
 当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）    （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

耐 火 物 
 

事  業 

 
築炉事業

ファイン

セラミッ

クス事業

不 動 産
 

事  業

そ の 他
 

の 事 業

 
計 

消去又は

 
全  社

 
連  結

 
 

32,134 7,092 3,136 511 1,253

 
 

44,128 － 44,128

 
売 上 高 

 (1)外部顧客に対する売上高
 (2)セグメント間の内部売上
  高又は振替高 

 
33 － － － －

 
33 (  33) －

 
計 

 
32,167 7,092 3,136 511 1,253

 
44,162 (  33) 44,128

 
営 業 費 用 

 
29,886 6,432 2,837 358 1,266

 
40,780 506 41,286

 
営業利益又は営業損失(△)

 
2,280 660 299 153 △12

 
3,381 ( 539) 2,842

 
 前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）      （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

耐 火 物 
 

事  業 

 
築炉事業

ファイン

セラミッ

クス事業

不 動 産
 

事  業

そ の 他
 

の 事 業

 
計 

消去又は

 
全  社

 
連  結

 
 

61,137 13,365 7,900 1,026 2,752

 
 

86,182 － 86,182

 
売 上 高 

 (1)外部顧客に対する売上高
 (2)セグメント間の内部売上
  高又は振替高 

 
70 － － － －

 
70 (   70) －

 
計 

 
61,208 13,365 7,900 1,026 2,752

 
86,253 (   70) 86,182

 
営 業 費 用 

 
57,566 12,224 6,954 739 2,682

 
80,166 745 80,911

 
営 業 利 益 

 
3,642 1,141 946 287 69

 
6,086 (  815) 5,270
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（注１）①事業区分の決定方法 

              事業区分は売上集計区分によっています｡ 
②各セグメントの主な内容 

              耐火物事業には、原材料売上を含みます。 
              築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含みます｡ 
              不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含みます。 
        ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。 
              その他の事業は、景観材、石灰及び建材商品売上です。 
（注２）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 

539百万円、前中間連結会計期間 465百万円、前連結会計年度 815百万円であり、これは親会社 
の管理部門の費用です 

 
（事業区分の変更） 

当中間連結会計期間におきまして、マイクロン株式の売却に伴い、ファインセラミックス事業の範 
囲と連結グループ内の事業区分を見直した結果、九州耐火煉瓦㈱が行っている電材事業について市場 
等の類似性等を勘案し、ファインセラミックス事業とすることがより適切と判断し、当中間連結会計 
期間より耐火物事業からファインセラミックス事業に振り替えることといたしました。 

    この変更による影響額は以下のとおりです。 
（単位：百万円、未満切捨） 

耐 火 物 事 業 ファインセラミックス事業  
変 更 前 変 更 後 

（当中間連結会計期間）

変 更 前 
 

変 更 後 
（当中間連結会計期間）

 
売 上 高 

 
   ３３，１１１

 
   ３２，１６７

 
 ２，１９２ 

 
    ３，１３６

 
 営 業 費 用 

 
   ３０，６６０

 
   ２９，８８６

 
 ２，０６３ 

 
    ２，８３７

 
 営 業 利 益 

 
２，４５１

 
２，２８０

 
     １２９ 

 
      ２９９

 
 
 （ロ）所在地別セグメント情報 
        前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高

の合計額に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しています。 
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 （ハ）海外売上高 
 前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）    （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

 
アジア 

 
欧 州 

 
その他の地域 

 
計 

 
Ⅰ．海外売上高 ２，３２３ ２，１８４

 
１，７６４ ６，２７２

 
Ⅱ．連結売上高 － －

 
－ ４３，０５６

 
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 ５．４％ ５．１％

 
４．１％ １４．６％

 
 当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）    （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

 
アジア 

 
欧 州 

 
その他の地域 

 
計 

 
Ⅰ．海外売上高 １，８８４ ２，６１３

 
１，９８１ ６，４７９

 
Ⅱ．連結売上高 － －

 
－ ４４，１２８

 
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 ４．３％ ５．９％

 
４．５％ １４．７％

 
 前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）      （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

 
アジア 

 
欧 州 

 
その他の地域 

 
計 

 
Ⅰ．海外売上高 ４，５６７ ３，９０６

 
３，９０３ １２，３８７

 
Ⅱ．連結売上高 － －

 
－ ８６，１８２

 
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 ５．４％ ４．５％

 
４．５％ １４．４％

 
（注１）国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 
（注２）各区分に属する主な国又は地域 

             （１）アジア      …台湾、韓国、中国 
             （２）欧 州      …スペイン、オランダ 
             （３）その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 
（注３）海外売上高は、親会社及び本国に所在する連結子会社の輸出高並びに本国以外に所在する連結 

子会社の売上高の合計額（但し、連結会社間の内部売上は除く）です。 
 
 
 
９．リース取引関係 

半期報告書について EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 
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１０．有価証券関係 
 
 ＜前中間連結会計期間末：平成１７年９月３０日＞ 
 １．その他有価証券で時価のあるもの 
                 取得原価          中間連結貸借対照表計上額       差額   
  (1) 株式                 1,497百万円            5,834百万円      4,337百万円 
  (2) 債券                   2 〃                2   〃              0  〃 
  (3) その他                 5  〃              10   〃            ５  〃   
    合計               1,504  〃             5,846   〃      4,342  〃 
 
 ２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                      中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 
     非上場株式（店頭売買株式を除く）        140百万円 
  (2) 子会社及び関連会社株式              584  〃   
    合計                      725  〃 
 
 
 ＜当中間連結会計期間末：平成１８年９月３０日＞ 
 1．その他有価証券で時価のあるもの 
                 取得原価          中間連結貸借対照表計上額       差額   
  (1) 株式            1,472百万円         6,734百万円    5,261百万円 
  (2) 債券              2 〃            2 〃        － 〃 
  (3) その他             5 〃            12  〃        6 〃  
    合計            1,480 〃          6,748  〃      5,267 〃  
 
 ２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                      中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 
     非上場株式（店頭売買株式を除く）         140百万円 
  (2) 子会社及び関連会社株式               577 〃  
    合計                       718 〃 
 
 
 ＜前連結会計年度末：平成１８年３月３１日＞ 
 １．その他有価証券で時価のあるもの 
              取得原価      連結貸借対照表計上額       差額   
  (1) 株式              1,497百万円        7,536百万円     6,038百万円 
  (2) 債券             2  〃                 2   〃               0  〃 
  (3) その他            5  〃          13  〃        8  〃   
    合計            1,506  〃         7,552   〃      6,046  〃 
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 ２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
                        連結貸借対照表計上額 
  (1) その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く）        140百万円 
  (2) 子会社及び関連会社株式                             573  〃    
    合計                                  714   〃 
 
 
 
１１．デリバティブ取引関係 

半期報告書について EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
 
 
１２．企業結合等関係 

半期報告書について EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成 17年 4月 1 日 
至 平成 17年 9月 30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成 18年 4月 1 日 
至 平成 18年 9月 30日） 

前連結会計年度 
（自 平成 17年 4月 1 日 
至 平成 18年 3月 31日） 

― ― 『株式会社マイクロンの株式譲渡に

 ついて』 
当社は、平成 18年４月 24日開催

の取締役会において、当社が発行済

株式総数の 60％を保有する連結子
会社の株式会社マイクロンの株式

5,100株（全株数）を、同社自己株式
としての買取要請に応じ譲渡（売却）

することを決議いたしました。 
当該事象の今後の予定、当社及び

連結損益に与える影響は以下のとお

りです。 
(1) 当該事象の発生年月日及び今後
の予定 
平成 18年４月 24日（月） 
取締役会決議 

平成 18年６月（未定） 
譲渡契約締結 

(2) 当該事象の損益及び連結損益に 
与える影響 
当該株式の売却により、平成

19 年３月期の単体決算におい
て、子会社株式売却益約 18億 20
百万円を特別利益として計上す

る予定です。 
   また、同社及び同社の子会社

HARIMIC(MALAYSIA)SDN.B
HD.が連結子会社から除かれる
こととなる連結損益における影

響額は、連結売上高は約 40億円
減少、連結経常利益は約７億 20
百万円減少するものの、税金等調

整前当期純利益は株式売却益の

計上により、約２億円増加する見

込みです。（見込額は、平成 17
年度実績を基に算出したもので

す。） 
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１３．生産、受注及び販売の状況 
（１）製品別売上高 

（単位；百万円、未満切捨） 
前中間連結会計期間 

（自 平成 17年 4月 1日
至 平成17年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成 18年 4月 1日
至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成 17年 4月 1日
 至 平成18年3月31日）

 
      期  別 
 
  区  別 売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比
耐火物事業 ３０，９６４ ７１．９％ ３２，１３４ ７２．８％ ６１，１３７ ７０．９％
築炉事業 ６，４９３ １５．１％ ７，０９２ １６．１％ １３，３６５ １５．５％
ファインセラミックス事業 ３，６５９ ８．５％ ３，１３６ ７．１％ ７，９００ ９．２％

不動産事業 ５１１ １．２％ ５１１ １．２％ １，０２６ １．２％

その他の事業 １，４２７ ３．３％ １，２５３ ２．８％ ２，７５２ ３．２％

合計 ４３，０５６ １００.０％ ４４，１２８ １００.０％ ８６，１８２ １００.０％

 
（２）製品別受注高及び受注残高 

（単位；百万円、未満切捨） 
前中間連結会計期間 

（自 平成 17年 4月 1日
至 平成17年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成 18年 4月 1日
至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成 17年 4月 1日
 至 平成18年3月31日）

 
      期  別 
 
  区  別 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高

耐火物事業 ３１，０５５ ３，０７２ ３２，８１７ ３，５０９ ６１，６１３ ３，４２５
築炉事業 ６，７１２ １，０２３ ７，１５４ １，０８９ １３，６４３ １，０５５
ファインセラミックス事業 ３，６７５ ４０３ ３，１１９ ２０８ ７，８９０ ４５４

その他の事業 １，４２９ ２４７ １，３０６ ２７８ ２，７３１ ２２５

合計 ４２，８７２ ４，７４７ ４４，３９８ ５，０８５ ８５，９６８ ５，１６０
  （注）不動産事業については、受注活動にそぐわないため除外しております。 
 

以 上 
 


